
田野町の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

 

 (1) 人件費の状況（平成 25 年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

(平成26年1月1日) 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

平成24年度 

の人件費率 

              人 

2,887 

      千円 

2,166,474 

    千円 

31,808 

    千円 

392,969 

      ％ 

18.14 

              ％ 

16.65 

 

(2) 職員給与費の状況（平成 25 年度普通会計決算） 

職員数 

    Ａ 

給     与     費  (参考)一人当たり給与費  

Ｂ／Ａ 給  料 職員手当    期末･勤勉手当 計  Ｂ 

    人 

44 

    千円 

115,417 

    千円 

14,191 

    千円 

45,029 

    千円 

174,637 

千円 

3,716 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成 25 年 4 月 1 日現在の人数である。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算

した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。 

３ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとし

た場合の値である。 

 

※ 平成２６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年

連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 
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(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支

給割合の見直し等に取り組むとされている。 

 

①給料表の見直し 

［ 未実施 ］ 

未実施の理由 

 

 

 

 

 

②その他の見直し内容 

 

 

 

 

 (5)特記事項 

  なし 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在） 

     ①一般行政職 

 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベ

ース) 

田野町 36.8歳 268,300円 293,000円 283,760円 

高知県 43.4歳 328,731円 391,554円 349,537円 

国 43.5歳 335,000円 ― 408,472円 

類似団体 41.6歳 303,591円 344,539円 332,748円 

（注）1 「平均給与月額」とは、平成 26 年 4 月 1 日現在における職員の基本給の平均です。 

     2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当住居手当、時間外勤務手当等のすべての諸手当の額を合

計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国ベー

ス）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外手当等の手当が含まれていないことから、比較のために国家公務員

と同じベースで再計算したものです。 

 

(2) 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在） 

 区    分 田野町 高知県 国 

一般行政職 

大 学 卒 169,800円 177,600円 
総合職 185,800円     

一般職 172,200円 

高 校 卒 143,700円 143,700円 140,100円 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 

（平成２７年４月１日実施） 

これまでの町の給与水準については、高知県に準拠しており、地域の民間給与との均衡が保たれている

ことや、平均給与月額及びラスパイレス指数等、国家公務員の給与水準を下回る状況であるため、現時

点では見直しは行っていない。 

 



 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在） 

（注） 1 経験年数とは、採用前に民間企業などに勤務した期間がある場合は、その期間を換算し、採用後の勤務期間に加算し

た年数をいいますが、学校卒業後直ちに採用された場合は、採用後の年数をいいます。 

     2  総務省が定める公表様式による階層区分は、経験年数が 10 年・20 年・25 年・30 年であるが、それぞれ該当者が少

数のため、近似の 5 年範囲の平均数値を記載。また、数値を記載していない欄は、該当者がいないため記載してない

もの。 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２６年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

１級 主事  7人 15.2％ 135,900円 244,000円 

２級 主幹  7人 15.2％ 186,100円 309,500円 

３級 係長  15人 32.6％ 223,200円 356,700円 

４級 課長補佐  6人 13.1％ 262,200円 390,400円 

５級 課長  9人 19.6％ 289,500円 402,800円 

６級 課長  2人 4.3％ 320,900円 424,900円 

計  46人 100％ － － 

  （注）１ 田野町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 昇給への勤務成績の反映状況 

 

区    分 
経験年数10年以上 

15年未満 

経験年数15年以上 

20年未満 

経験年数20年以上 

25年未満 

経験年数25年以上 

30年未満 

一般行政職 
大 学 卒 263,800円 313,800円 － 401,100円 

高 校 卒 237,900円 270,300円 319,700円 339,000円 

未実施 

1級 15.2% 
1級 20.4% 

1級 14.6% 

2級 15.2% 
2級 11.4% 

2級 14.6% 

3級 32.6% 3級 31.8% 
3級 31.7% 

4級 13.1% 4級 11.4% 
4級 12.2% 

5級 19.6% 5級 22.7% 

5級 14.6% 

6級 4.3% 6級 2.3% 
6級 12.2% 
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４ 職員の手当の状況 

 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

田野町  高知県 国 

１人当たりの平均支給額 

（平成25年度） 

           1,023千円 

1人当たりの平均支給額 

（平成25年度） 

1,538千円 

 

－  

（平成25年度支給割合） 

  

 期末手当  勤勉手当  

6 月期  1 . 20 月分  

( 0 . 64 月分 )  

0 . 65 月分  

( 0 . 32 5 月分 )  

1 2 月期  1 . 35 月分  

( 0 . 73 5 月分 )  

0 . 65 月分  

( 0 . 32 5 月分 )  

計  2 . 55 月分  

( 1 . 37 5 月分 )  

1 . 30 月分  

( 0 . 65 月分 )  

 

（平成25年度支給割合）  

 

 期末手当  勤勉手当  

6月期  1 . 20月分  

( 0 . 64月分 )  

0 . 65月分  

( 0 . 32 5月分 )  

1 2月期  1 . 35月分  

( 0 . 73 5月分）  

0 . 65月分  

( 0 . 32 5月分 )  

計  2 . 55月分  

( 1 . 37 5月分 )  

1 . 30月分  

( 0 . 65月分 )  

 

（平成25年度支給割合）   
        

 期末手当  勤勉手当  

6月期  1 . 225月分  

( 0 . 65月分 )  

0 . 675月分  

( 0 . 32 5月分 )  

1 2月期  1 . 375月分  

( 0 . 80月分 )  

0 . 675月分  

( 0 . 32 5月分 )  

計  2 . 60月分  

( 1 . 45月分 )  

1 . 35月分  

( 0 . 65月分 )  

 

 

（加算措置の状況） 

職務上の段階・職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％  

 

（加算措置の状況） 

職務上の段階・職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～２０％  

・管理職加算  １０％～２０％  

 

（加算措置の状況） 

職務上の段階・職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～２０％  

・管理職加算  １０％～２０％  

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

  ○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

勤務成績は、「特に優秀」、「優秀」、「良好」、「良好でない」の４段階に区分。成績率は

、職務について監督する地位にある者による評価に基づき、任命権者が決定。  

 

 (2) 退職手当（平成２６年４月１日現在） 

田野町 国 

（支給率）     自己都合    勧奨・定年 
 
勤続 2 0年            21.62月分   27.025月分 
 
勤続 2 5年            30.82月分     36.57月分 
 
勤続 3 5年            43.7月分      52.44月分 
 
最高限度額       52.44月分     52.44月分 
 
その他の加算措置 
・定年前早期退職特例措置（２～２０％）  

 

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 
 
勤続 2 0年        21.62月分   27.025月分 
 
勤続 2 5年        30.82月分     36.57月分 
 
勤続 3 5年         43.7月分     52.44月分 
 
最高限度額   52.44月分     52.44月分 
 
その他の加算措置                        
・定年前早期退職特例措置（２～２０％） 

 

 

 

   



(3) 時間外勤務手当 

支給実績（平成25年度決算）                   4,794千円 

職員1人当たりの平均支給年額（平成25年度決算）                    116千円 

支給実績（平成24年度決算） 5,069千円 

職員1人当たりの平均支給年額（平成24年度決算）                     127千円 

 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（25 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管

理職員等を除く。）である。 

 

 (4) その他の手当（平成２６年４月１日現在） 

 

手 当 名 

 

内容 支給単価  
国の制度

との異同  

国の制度と異な

る内容  

支給実績  

(25年度決算 ) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（25年度決算） 

管理職手当  管理又は監督の地位

にある職員に対して

支給  

 

同  －  2,797千円 279,700円 

扶養手当  扶養親族のある職員

に支給  

・配偶者  13,000

円  

・配偶者以外  6,5

00円  

・配偶者のいない扶

養親族のうち 1人  

11,000円  

(扶養親族のうち 1

5歳に達する日以

後の年度初めから

22歳に達する日以

後の年度末までの

間にある子 1人に

つき 5,000円を加

算 ) 

同  －  3,635千円 191,316円 

住居手当  １．自ら居住するた

めの住宅を借り受け

、月額 12,000円を超

える家賃を支払って

いる職員  

 

・家賃 23,000円以

下  

家賃－ 12,000円  

・家賃 23,000円以

上 55,000円未満  

(家賃－ 23,000)×0

.5＋ 11,000 

・家賃 55,000円以

上 27,000円 (支給

限度額 ) 

同  －  1,920千円 174,545円 

宿日直手当  職員が宿日直業務を

した場合に支給  

1回 4,200円  
同  －  105千円 円 

通勤手当  町外から通勤のため

、片道 3キロ以上自動

車等を利用している

職員  

距離に応じて 2,00

0円から 24,500円

支給  
異  

片道 2キロ以上か

ら支給  
658千円 164,500円 

管理職員特別

勤務手当  

管理職手当が支給さ

れている職員が週休

週休日又は祝日法

による休日等もし
同  －  282千円 28,200円 



日等に勤務した場合

に支給  

くは年末年始の休

日等に勤務した場

合、6時間未満の場

合 8,000円、 6時間

以上の場合 12,000

円を支給  

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在） 

 

区     分 給 料 月 額 等                     

給
料 

町長 

副町長 

教育長 

700,000円  

611,000円  

566,000円  

報
酬 

議     長 

副  議  長 

議会常任委員長  

議     員 

238,000円  

192,000円  

176,000円  

165,000円  

期
末
手
当 

町長 

副町長 

教育長 

（平成25年度支給割合） 

6月期 1.20月分     12月期 1.35月分 

加算措置 15％ 

議     長 

副  議  長 

議会常任委員長  

議     員 

（平成25年度支給割合） 

6月期 1.20月分     12月期 1.35月分 

加算措置 15％ 

退
職
手
当 

町長 
（算定方式）      （１期の手当額）     （支給時期） 

給料×在職年数×500/100  14,000,000      （任期毎）  

副町長 給料×在職年数×300/100          7,332,000     （任期毎） 

教育長 給料×在職年数×250/100    5,660,000     （任期毎）  

 

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合にお

ける退職手当の見込額である。 

 

６ 職員数の状況 

 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（平成２６年４月１日現在） 
    

（単位：人）  

区分  
部門  

職員数  対前年
増減数  

主な増減理由  
平成 25 年  平成 26 年  

一般行政部門  

議会  1 1   

総務  12 14 2 業務の充実  

税務  2 2   

農林水産  1 1   

土木  3 3   

民生  8 8   

衛生  4 4   

小計  31 33   

特別行政部門  
教育  10 10   

小計  10 10   



部門別 

公営企業等  
会計部門  

水道  1 1   

その他  2 2   

小計  3 3   

合計  44 46 2  

 

※総務・・・総務一般（財政、給与）、出納、戸籍、企画など 

※民生・・・民生、保育など 

※その他・・・国保など 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 

 

職員数 

 

人 

0 

 

人 

1 

 

人 

11 

 

人 

3 

 

人 

9 

 

人 

8 

 

人 

4 

 

人 

2 

 

人 

2 

 

人 

2 

 

人 

3 

 

人 

1 

 

人 

46 

 

 

 (3) 職員数の推移 

（単位：人・％）  

 平成 21年 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 
過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 27 26 29 30 31 33 6 (22.2％) 

教育 11 12 10 10 10 10 1 ( 9.1％) 

公営企業等会計計 3 3 3 3 3 3 0 ( 0％) 

計 41 41 42 43 44 46 5 (12.2％) 

 

 

 

 

 

 

年 度 
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39歳 

40歳 
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43歳 
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～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

以上 

（
人
）
 

年 齢 別 構 成 

平成26年 

平成21年 



７ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成２６年４月１日現在） 

 

１． 勤務時間 

（１）勤務時間等 

 職員の勤務時間については、条例等により、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間あたり３８

時間４５分としており、公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員を除き、その勤

務時間は月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７時間４５分としています。 

 また、一般的な職員の勤務時間は午前８時３０分から午後５時１５分までとなっており、休憩時間は午後０時

から午後１時までとなっています。 

 週休日とは勤務時間を割り振らない日をいい、原則として日曜日及び土曜日が週休日となっています。 

 休日とは、正規の勤務時間において勤務を要しない日をいい、国民の祝日に関する法律に規定する休日又は年

末年始の休日（12 月 29 日から 1 月 3 日まで）をいいます。 

 

２．休暇 

（２）休暇の種類 

 職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇があります。 

 

①年次有給休暇 

 年次有給休暇は、１年ごとに付与する休暇で、その日数は１年において 20 日となっており、１日または１時

間単位で取得することができます。また、年次有給休暇は当該年の翌年に２０日を超えない範囲内の残日数を繰

越することができます。 

 

②病気休暇 

 職員が疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合の休暇です。 

・ 労働安全衛生法第６８条の規定に基づき厚生労働省令で定められた疾病にかかっている期間 

・ 上記の疾病（予防注射又は予防接種による著しい発熱等の場合含む）又は負傷については、医師の証明等に

基づき必要最小限度の期間 

・ 上記２つに規定する場合であって、公務によらない結核性疾患にあっては１年以内、その他の私傷病にあっ

ては引き続き９０日を超えない期間とする 

 

③特別休暇 

 選挙権の行使、交通機関の事故等特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合における休暇とす

る。 

 

④介護休暇 

 職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母などで、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生

活を営むことに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが認められる場合における休暇で、連続する

６月の期間内において必要と認められる期間とし、その勤務しない期間については無給とする。 

 

⑤組合休暇 

 組合休暇は職員が任命権者の許可を得て、正規の勤務時間中に登録された職員団体の業務又は活動に従事する

期間とし、その勤務をしない期間については無給とする。 



 

⑥育児休業、部分休業 

 職員は任命権者の承認を受けて、職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日まで育児

休業を取得することができる。 

 職員は任命権者の承認を受けて、職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日まで、１

日の勤務時間の始めまたは終わりにおいて１日を通じて２時間を超えない範囲で部分休業をすることができる。 

 

３．職員の服務等の状況 

（１）年次有給休暇等の取得状況 

 平成２５年の取得状況は次のとおりです。 

平成２５年度平均取得日数 平成２４年度平均取得日数 

 ９．１日 １０．５日 

 平成２５年度の病気休暇の取得はいませんでした。 

 

（２）育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況 

 平成２５年度新たに育児休業の取得をした職員はいません。 

 平成２５年度新たに部分休業の取得をした職員はいません。 

平成２５年度新たに介護休暇の取得をした職員はいません。 

 

（３）懲戒処分等 

 平成２５年度の分限処分はありませんでした。 

 平成２５年度の懲戒処分はありませんでした。 

 

４．職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の状況 

 初任者研修などの階層別研修や、職員が現在ついている職の職務と責任の遂行に必要な知識を習得させるため

の各種研修について受講しています。 

 

５．職員の福祉の状況 

（１）健康診断の実施 

   健康診断受診者数   １０名 

   人間ドック受診者数  ３７名 

 

（２）公務（通勤）災害の状況 

   平成２５年度の公務災害の認定件数は０件です。 

 

（３）互助会等 

   高知県市町村職員共済組合 ４７名 掛金 872,559 円  負担金 872,811 円 

 


